
　

④
経
　
費

財
源
内
訳

※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

3

504 600

将来目標

50

「実績」
縮小図る

12 12

50

単位

％

事業者

目標値 50

実 績

3

H28目標値

3 3

Ｈ 26 Ｈ 27

11,823

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

介護保険制度の適正かつ円滑な運営とサービスの質の向上を図るため、介護サービス事業者に対し随時情報提供し、質問や相談に対応する。
所沢市介護サービス事業者連絡協議会の事務局として以下の事業の支援を行う。
①事業者から選出された役員（会長、副会長）により、月１回定例会を開催する。
②サービス事業者の種別毎に、専門部会を設置し、年に数回、勉強会を行う。
③年に数回、研修会を開催し、介護サービスにかかる市からの情報提供及び会員相互の情報・意見交換を行う。
④介護事業者に関する情報を広く市民に周知するために、ガイドブック「ハートページ」を毎年作成する。

基本
方針

171

0 0 0

00

9,671

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.00

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2998-9420
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

所沢市介護保険サービス事業者連絡協議会運営
規約、介護保険法

部課コード 060500 ℡

法定受託＋附加

事業コード
サービス事業者支援事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

060508

①事務事業名

終了年度　　　平成 年度

介護保険課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 管理担当

■ □ □

年度

377

→

事業の種別

社会保障節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

平成12年４月１日より介護保険制度が導入され、市場原理の導入による様々な民間事業者の参入が進み、利用者が良質で安定したサービスを
受けるため、サービスの質の確保と向上が課題となった。

総合計画の体系 章 健康・福祉 介護保険制度の充実

事業者

事業者

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

196

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

所沢市介護保険サービス事業者連絡協議会会員等 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

所沢市を営業地域とする介護サービス事業者で組織する「所沢市介護保険サービス事業者連絡協議会」の活動を通じてなど、介護保険制度の適正かつ円滑な運営
とサービスの質の向上を図る。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

311

9,671

人） （

1.10人 9,526

≪会計種別≫ 特別会計

国・県支出金

11,823

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.00

86

（ 0.00

27 年度平成

11,773

（千円） 年度 （千円）

171

50 145

（千円） 平成

回

事業費合計

正規職員人件費

人）

1.35人

研修会・学習会・講演会等に参加した延
べ事業者数

専門部会打ち合わせ回数
打ち合わせ・情報交換会等を開催した回
数

380

回 11 13

 
 
⑥
成
果

630

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

研修会等開催回数
研修会・学習会・講演会等を開催した回
数

研修会等参加数

　 項目名 項目説明

成果指標 研修会平均参加率
50

52 33

①各回参加事業者数÷会員事業者数＝各回毎の
参加率
②各回毎の参加率の計÷開催回数＝平均参加率

目標達成状況 どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

⑦
改
善
点

％ 達成率 104

目標値は会員事業者全体を対象とした研修会等に関する参加率だが、各専
門部会でも研修会や勉強会を開催しており、参加者が分散した可能性があ
る。

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

継続

平成28年8月より要介護・要支援認定申請及び調査業務の効率化を図るため、新たに
確認表の添付を依頼する旨の説明を、定例会で行った。また、平成29年4月より開始さ
れる介護予防・日常生活支援総合事業の周知ため、部会における説明会等を開催する
予定である。

介護保険制度の適正かつ円滑な運営とサービスの質の向上を図るため。

介護保険課長　井上　典

66

次年度予算

理由

地域包括ケアシステム構築のための多職種連携に係る研修等の機会を充実さ
せるため。

拡大

(2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

無

その
他

規制を受ける環境法令等

終了

縮小

⑨
環境
影響 緊急事態

研修資料の作成

評価日 H28.8.19 評価者職氏名

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

無

現状
維持

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況 (2)今後の方向性

引き続き、研修会の支援や情報提供、また介護・医療連携の取組みなど、介
護サービスの質の向上に向け、協議会との連携・協力を進めることとする。

開始年度　　　平成 12

介護保険サービス事業者連絡協議会専門部会のうち「居宅介護支援」、「通所介護・短
期入所」、「訪問介護・訪問入浴・福祉用具貸与」の３部会について、部会研修会に職員
を派遣して介護保険制度改正に関する説明を行った。それにより、事業者に対する改正
制度の趣旨普及を図ることができた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください）

拡大 縮小

改善・
効率化

現状
維持

理由


